
１　業態別の状況

　奈良県の小売業は、事業所数、就業者数、年間商品販売額、売場面積のいずれをみても、専門スーパー、専門店、中心店という衣食住関連のいずれかの商品を専門的に取り扱う比率の高い３業態が大きなシェアを占めており、４指標とも７～９割超となっています。（全国計でも同様の傾向）　４指標を業態別に前回(平成16年)と比べると、専門スーパー、コンビニエンスストア、ドラッグストアの３業態では４指標すべてが増加した一方で、そのほかの業態は総じて減少となりました。（全国計でも同様の傾向）第1-1図　事業所数・就業者数・年間商品販売額・売場面積の業態別構成比　対全国比較（H19年）

第1-2図　業態別の事業所数・就業者数・年間商品販売額・売場面積の推移（過去３調査。H14年＝100）① 年間商品販売額が増加傾向の業態（専門ｽｰﾊﾟｰ、ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ、ﾄﾞﾗｯｸﾞｽﾄｱ、専門店）

② 年間商品販売額が減少傾向の業態（百貨店、総合ｽｰﾊﾟｰ、その他ｽｰﾊﾟｰ、中心店、その他の小売店）

＊ 県内小売業を業態別にみると、専門性の高い３業態（専門スーパー・専門店・中心店）が 大きなシェアを占める。（全国も同様）＊ 新業態であるコンビニエンスストア・ドラッグストアはシェアこそ低いものの、前回に比 べて事業所数、就業者数、年間商品販売額、売場面積のすべてが増加。
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(1) 事業所数

　平成19年調査における小売業全体の事業所数は11,532事業所ですが、業態別にみると、専門店が全体の62.4％(7,195事業所)を占めて最も多く、次いで中心店が25.6％(2,951事業所)となり、これら２業態で小売業全体の９割近くを占めています。　さらに内訳をみると、専門店では、住関連専門店が小売業全体の38.8％(4,471事業所)、食料品専門店15.0％(1,733事業所)、衣料品専門店8.6％(991事業所)、中心店では、住関連中心店が小売業全体の11.5％(1,328事業所)、食料品中心店9.4％(1,080事業所)、衣料品中心店4.7％(543事業所)となっており、小売業全体の５割が住関連店です。　前回(平成16年)と比べると、小売業全体では1,002事業所減少(△8.0％)しましたが、業態別では、専門スーパー(＋54事業所、＋15.9％)、コンビニエンスストア(＋15事業所、＋4.5％）など４業態で増加の一方、事業所数が多い専門店（△414事業所、△5.4％)と中心店(△655事業所、△18.2％)など５業態で減少しました。

＊ 事業所数は、専門店と中心店の２業態で９割近くを占める。＊ 前回と比べると、専門スーパー・コンビニエンスストアなど４業態で増加、専門店・中心 店など５業態で減少。

394(3.4%)340(2.7%) 468(4.1%)463(3.7%) 専門店7,195(62.4%)7,609(60.7%) 中心店2,951(25.6%)3,606(28.8%)0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000H19H16 H19小売業計11,532事業所その他のｽｰﾊﾟｰ
332(2.6%)

専門ｽｰﾊﾟｺーﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ347(3.0%) ﾄﾞﾗｯｸﾞｽﾄｱ125(1.1%)
第1-3図　業態別事業所数の対前回比較　  ※( )内は小売業全体に占める構成比

※｢その他｣は、百貨店、総合ｽｰﾊﾟｰ、その他の小売店の計
1,016(8.1%)衣料品専門店991(8.6%) 1,904(15.2%)食料品専門店1,733(15.0%) 4,689(37.4%)住関連専門店4,471(38.8%)0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000H19H16

122(1.0%) その他52(0.5%) H16小売業計12,534事業所62(0.5%)

723(5.8%)543(4.7%) 1,399(11.2%)食料品中心店1,080(9.4%) 1,484(11.8%)住関連中心店1,328(11.5%)0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000H19H16
40(0.3%)衣料品ｽｰﾊﾟｰ95(0.8%) 187(1.5%)食料品ｽｰﾊﾟｰ181(1.6%) 73(0.6%)74(0.6%)40(0.3%) 44(0.4%)0 100 200 300 400H19H16 58(0.5%)43(0.4%) 終日営業304(2.6%)274(2.2%)0 100 200 300 400H19H16※専門スーパー・コンビニエンスストア・専門店・中心店の内訳別　  ※( )内は小売業全体に占める構成比専門スーパー コンビニエンスストア

専門店
中心店衣料品中心店

終日営業以外住関連ｽｰﾊﾟｰ(HC)住関連ｽｰﾊﾟｰ(HC以外) H19計347事業所H16計332事業所H19計394事業所H16計340事業所
H19計7,195事業所H16計7,609事業所

H19計2,951事業所H16計3,606事業所
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　＜経営組織別＞　経営組織別にみると、小売業全体では個人事業所が65.0％、法人事業所が35.0％の割合となっていますが、業態別にみると、専門店、中心店、コンビニエンスストア、その他の小売店では個人事業所の割合が高く７割近くを占めており、百貨店や総合スーパーでは法人事業所が10割、専門スーパーやドラッグストアでも法人事業所が８～９割以上を占めています。　構成比を前回と比べると、小売業全体では法人事業所の割合が2.9ポイント拡大しましたが、業態別では、コンビニエンスストアで個人事業所の割合が拡大し、ドラッグストア、その他のスーパー、専門店、中心店では法人事業所が拡大しました。
35.032.1 0%20%40%60%80%100% 小　売　業　計 65.067.90% 20% 40% 60% 80%
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第1-5図　業態別事業所数の経営組織別構成比（対前回比較）＜法人事業所＞ ＜個人事業所＞
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(2) 就業者数

　平成19年調査における小売業全体の就業者数は82,577人ですが、業態別にみると、専門店が全体の40.3％(33,278人)を占めて最も多く、次いで専門スーパーが18.5％(15,296人)、中心店が15.8％(13,025人)となり、これら３業態で小売業全体の７割を超えています。　前回と比べると、小売業全体では4,902人減少(△5.6％)しましたが、業態別では、食料品スーパーを中心に専門スーパー(＋2,609人、＋20.6％)、ドラッグストア(＋434人、＋40.2％）など４業態で増加の一方、中心店（△3,645人、△21.9％)、専門店(△2,860人、△7.9％)、総合スーパー(△1,675人､△21.5％)など５業態で減少しました。

720(0.8%)633(0.8%) 終日営業4,921(6.0%)終日営業4,678(5.3%)0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000 16,000 18,000H19H16
478(0.5%)1,145(1.4%) 食料品スーパー11,209(13.6%)食料品スーパー9,094(10.4%) 1,547(1.8%) 1,255(1.5%)1,568(1.8%) 1,687(2.0%)0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000 16,000 18,000H19H16

＊ 就業者数は、専門店・専門スーパー・中心店の３業態で７割を超える。＊ 前回と比べると、専門スーパー・ドラッグストアなど４業態で増加、専門店・中心店など ５業態で減少。

3,933(4.5%)百貨店3,762(4.6%) 7,793(8.9%)6,118(7.4%) 専門スーパー15,296(18.5%)12,687(14.5%) 5,554(6.7%)5,398(6.2%) 3,596(4.1%)その他のｽｰﾊﾟｰ3,919(4.7%) 専門店33,278(40.3%)36,138(41.3%) 16,670(19.1%)中心店13,025(15.8%) 185(0.2%)0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000 80,000 90,000H19H16 H19小売業計 82,577人ﾄﾞﾗｯｸﾞｽﾄｱ1,513(1.8%)
1,079(1.2%)

総合ｽｰﾊﾟｰ (人) その他の小売店112(0.1%)H16小売業計 87,479人
ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ

3,322(3.8%)3,045(3.7%) 食料品専門店8,693(10.5%)食料品専門店8,918(10.2%) 住関連専門店23,898(27.3%)住関連専門店21,540(26.1%)0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000H19H16
衣料品中心店3,410(3.9%)衣料品中心店2,275(2.8%) 食料品中心店6,239(7.1%)食料品中心店3,943(4.8%) 住関連中心店7,021(8.0%)住関連中心店6,807(8.2%)0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000 16,000 18,000H19H16

※専門スーパー・コンビニエンスストア・専門店・中心店の内訳別　※( )内は小売業全体に占める構成比専門スーパー

専門店
中心店衣料品専門店

終日営業以外 H19計33,278人H16計36,138人
H19計13,025人H16計16,670人

衣料品ｽｰﾊﾟｰ H19計15,296人H16計12,687人
H19計5,554人H16計5,398人コンビニエンスストア 住関連ｽｰﾊﾟｰ(HC)住関連ｽｰﾊﾟｰ(HC以外) (人)

(人)
(人)
(人)

第2-1図　業態別就業者数の対前回比較  　※( )内は小売業全体に占める構成比
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　＜雇用形態等別＞　雇用形態等別にみると、小売業全体ではパート・アルバイトなどが過半(54.1％)を占め、次いで正社員・正職員(22.3％)、個人業主(8.6％)の順となりました。　これを業態別にみると、百貨店では派遣・下請受入者の割合が６割を超え、正社員・正職員は２割にとどまっています。また、総合スーパー、専門スーパー、コンビニエンスストア、ドラッグストア､その他のスーパーではパート・アルバイトなどが７～９割弱を占め、正社員・正職員の割合は１～２割にとどまっています。専門店や中心店では、パート・アルバイトなどが３～４割にとどまり、正社員・正職員の割合が３割と他業態に比べて高くなっています。　構成比を前回と比べると、小売業全体では、パート・アルバイトなどが大きく拡大した一方で正社員・正職員や個人事業主は縮小しました。これを業態別にみると、パート・アルバイトなどは専門スーパー、コンビニエンスストア、ドラッグストア、その他のスーパーで大きく拡大し、正社員・正職員はドラッグストア、その他のスーパー、その他の小売店で大きく縮小しました。
8.69.6 5.3 22.323.95.6 3.73.7 54.150.6 1.93.3 3.53.90% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%H19H16第2-3図　業態別就業者数の雇用形態等別構成比（対前回比較）

有給役員 臨時雇用者個人事業主 無給家族従業者 正社員・正職員 パート・アルバイトなど 派遣・下請受入者

21.026.1 73.863.81.1/0.62.7/1.71.73.3 1.6 0.80% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%H19H16 0.7 1.2

△2,296 △73△2,860 △214△3,645
156△292 △1,135△2,358△225△277323434△872,115 243△171△1,675

2,609 119667 (△3.0)(△39.5)(△36.8)(△33.3)(△21.9)(△9.9)(△2.5)(△8.3)(△7.9)(9.0)(5.2)(△12.1)(2.9)(7.6)(△18.9)
(23.3)(20.6)

(△21.5)(△4.3)(△5.6)
△4,000△3,000△2,000△1,00001,0002,0003,000

小売業計 百貨店 総合スーパー 専門スーパー 衣料品スーパー 食料品スーパー 住関連スーパー 住関連スーパー コンビニエンス 終日営業以外 終日営業 ドラッグストア その他のスーパー 専門店 衣料品専門店 食料品専門店 住関連専門店 中心店 衣料品中心店 食料品中心店 住関連中心店 その他の小売店 △40 △30 △20 △10 0102030増減数（左目盛）増減率（( )内数値。右目盛）第2-2図　業態別就業者数の対前回増減(139.5)
総合スーパー コンビニエンスストア (％)△4,902 専門スーパー

(40.2)

小売業計

＜凡例＞

ドラッグストア
22.022.9 65.262.30.0/0.0/0.00.0/0.0/0.0 10.914.7 1.90.00% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%H19H16 4.96.5 4.1 13.719.5 72.462.1 4.23.93.23.4 1.3 0.60.20% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%H19H16百貨店 その他のスーパー

11.113.10.0/0.0/0.00.0/0.0/0.0 84.688.7 0.00.2 0.02.30% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%H19H16 13.914.6 8.57.5 5.55.2 29.329.6 38.938.0 4.62.7 0.51.30% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%H19H16総合スーパー 専門店
14.217.50.1/0.1/0.60.1/0.1/0.8 84.379.4 0.61.8 0.20.10% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%H19H16 15.815.8 11.610.0 6.45.5 30.028.3 32.435.9 2.63.5 1.21.00% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%H19H16専門スーパー 中心店

3.45.53.83.6 2.02.52.81.9 79.986.2 1.25.4 1.20.60% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%H19H16 15.210.8 14.39.2 8.09.2 17.927.0 35.737.8 5.45.40.53.60% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%H19H16コンビニエンスストア その他の小売店

住関連スーパー（ＨＣ）住関連スーパー（ＨＣ以外）

－5－



(3) 年間商品販売額

　平成19年調査における小売業全体の年間商品販売額は1兆2,503億円ですが、業態別にみると、専門店が全体の４割近く(38.1％、4,759億円)を占めて最も多く、次いで専門スーパー(21.3％、2,665億円)、中心店(17.2％、2,144億円)となり、これら３業態で小売業全体の８割弱を占めています。　さらに内訳をみると、専門店のうち住関連専門店が小売業全体の31.6％(3,951億円）、専門スーパーのうち食料品スーパーが同15.7％(1,967億円)、中心店のうち住関連中心店が同10.4％(1,301億円）を占めています。　前回と比べると、小売業全体では75億円増加(＋0.6％)しましたが、業態別では、衣料品スーパーを中心に専門スーパー(＋234億円、＋9.6％)、住関連専門店を中心に専門店(＋185億円、＋4.0％)、ドラッグストア(＋89億円、＋42.6％)、コンビニエンスストア(＋12億円、＋2.6％)の４業態で増加の一方、中心店(△173億円、△7.5％)、総合スーパー(△149億円、△13.0％)、百貨店(△76億円、△9.7％)など５業態で減少しました。

＊ 年間商品販売額は、専門店･専門ｽｰﾊﾟｰ･中心店の３業態で小売業全体の８割近くを占める。＊ 前回と比べると、専門ｽｰﾊﾟｰ・専門店など４業態で増加、中心店・総合ｽｰﾊﾟｰなど５業態で減 少。

783(6.3%)百貨店707(5.7%) 1,149(9.2%)1,000(8.0%) 2,431(19.6%)専門スーパー2,665(21.3%) 474(3.8%)462(3.7%)209(1.7%)443(3.5%)482(3.9%) 4,574(36.8%)専門店4,759(38.1%) 2,317(18.6%)中心店2,144(17.2%) 21(0.2%)0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,000 10,000 11,000 12,000 13,000H19H16 H19小売業計 1兆2,503億円ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ総合ｽｰﾊﾟｰ
第3-1図　業態別年間商品販売額の対前回比較　  ※( )内は小売業全体に占める構成比

(億円) その他の小売店13(0.1%)その他のｽｰﾊﾟｰﾄﾞﾗｯｸﾞｽﾄｱ298(2.4%)
H16小売業計 1兆2,427億円

58(0.5%)40(0.3%) 終日営業434(3.5%)終日営業403(3.2%)0 100 200 300 400 500 600H19H16
82(0.7%)218(1.7%) 食料品スーパー1,896(15.3%)食料品スーパー1,967(15.7%) 171(1.4%)164(1.3%) 289(2.3%) 309(2.5%)0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000H19H16

268(2.2%)280(2.2%) 食料品専門店528(4.2%)食料品専門店556(4.5%) 住関連専門店3,751(30.2%)住関連専門店3,951(31.6%)0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500 4,000 4,500 5,000H19H16

※専門スーパー・コンビニエンスストア・専門店・中心店の内訳別　※( )内は小売業全体に占める構成比専門スーパー

専門店衣料品専門店
終日営業以外

H19計4,759億円H16計4,574億円
衣料品ｽｰﾊﾟｰ H19計2,665億円H16計2,431億円コンビニエンスストア 住関連ｽｰﾊﾟｰ(HC)住関連ｽｰﾊﾟｰ(HC以外) (億円)

(億円)
(億円)

H19計474億円H16計462億円

461(3.7%)衣料品中心店393(3.1%) 639(5.1%)食料品中心店451(3.6%) 住関連中心店1,301(10.4%)住関連中心店1,217(9.8%)0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000H19H16中心店 H19計2,144億円H16計2,317億円 (億円)－6－



　＜経営組織別＞　経営組織別にみると、法人事業所が１兆914億円で小売業全体の９割弱(87.3％)を占めていますが、これを業態別にみると、コンビニエンスストアとその他の小売店では個人事業所の割合が５割弱～６割を占めており、そのほかの業態では法人事業所が８～10割を占めています。　構成比を前回と比べると、小売業全体では法人事業所の割合が2.3ポイント拡大しましたが、これを業態別にみると、コンビニエンスストアだけは個人事業所の割合が拡大し、そのほかの業態では法人事業所の割合が拡大しました。
87.385.0 0%20%40%60%80%100% 小　売　業　計 12.715.00% 20% 40% 60% 80%

82.882.386.3 39.599.5100.0100.0
39.378.878.484.1 42.699.1100.0100.0

53.2
96.895.0

0%20%40%60%80%100% その他の小売店中　　心　　店専　　門　　店その他のスーパードラッグストアコンビニエンスストア専門スーパー総合スーパー百　　貨　　店
46.8

3.2 60.50.50.00.0
21.25.00.90.00.0

17.713.717.221.615.9 57.4
60.70% 20% 40% 60% 80%

H16H19
第3-3図　業態別年間商品販売額の経営組織別構成比（対前回比較）＜法人事業所＞ ＜個人事業所＞

△8
△188

75 135
20

234

△149△76 3071 △18 89
△38 12 △27

200
△687 12 84185

(0.6)(△9.7) (△13.0)(9.6) (3.7)(4.3) (7.1) (2.6)
(△31.1)

(7.5)
(42.6)

(△8.0)(4.0) (4.6)(△4.9)(5.3) (△14.7)(△29.5) (△36.0)
(6.9)

△200△150△100△50050
100150200250

小売業計 百貨店 総合スーパー 専門スーパー 衣料品スーパー 食料品スーパー 住関連スーパー 住関連スーパー コンビニエンス 終日営業以外 終日営業 ドラッグストア その他のスーパー 専門店 衣料品専門店 食料品専門店 住関連専門店 中心店 衣料品中心店 食料品中心店 住関連中心店 その他の小売店 △40 △30 △20 △10 01020
304050

増減額（左目盛）増減率（( )内数値。右目盛）第3-2図　業態別年間商品販売額の対前回増減(164.4)

総合スーパー コンビニエンスストア (％)専門スーパー(億円) 住関連スーパー（ＨＣ）住関連スーパー（ＨＣ以外）
(△7.5)△173

－7－



(4) 売場面積

　平成19年調査における小売業全体の売場面積(注)は1,585千㎡ですが、業態別にみると、専門店が全体の28.5％(452千㎡)を占めて最も広く、次いで専門スーパー(28.4％、450千㎡)、中心店(14.1％、223千㎡)となっており、これら３業態で７割を超えています。(注)売場面積は、牛乳小売業、自動車小売業(新車・中古車)、建具小売業、畳小売業、ガソリンスタンド及び新聞小売業を営む事業所については調査を行っていない。　前回と比べると、小売業全体では36千㎡拡大(＋2.4％)しましたが、業態別では、専門スーパー(＋86千㎡、＋23.7％)、その他のスーパー(＋25千㎡、＋38.7％)、ドラッグストア(＋12千㎡、＋33.1％)など５業態で拡大し、専門店(△36千㎡、△7.4％)、総合スーパー(△28千㎡、△11.6％)、中心店(△27千㎡、△10.9％)など４業態では、事業所の減少に伴って縮小しました。69(4.5%)72(4.5%) 総合スーパー210(13.2%)237(15.3%) 専門スーパー450(28.4%)364(23.5%) 64(4.1%) 88(5.6%) 専門店452(28.5%)488(31.5%) 中心店223(14.1%)251(16.2%) 3(0.2%)0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1,000 1,100 1,200 1,300 1,400 1,500 1,600H19年H16年 H19小売業計 1,585千㎡ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ40(2.5%)
37(2.4%)第4-1図　業態別売場面積の対前回比較

(千㎡) その他の小売店2(0.2%)百貨店 その他のｽｰﾊﾟｰ
35(2.3%)
ﾄﾞﾗｯｸﾞｽﾄｱ47(3.0%)

＊ 売場面積は、専門店・専門スーパー・中心店の３業態で小売業全体の７割超を占める。＊ 前回と比べると、専門スーパー・ドラッグストアなど５業態で拡大、専門店･総合ｽｰﾊﾟｰなど ４業態で縮小。

25(1.6%)衣料品ｽｰﾊﾟｰ72(4.5%) 食料品スーパー210(13.2%)179(11.6%) 66(4.2%) 54(3.4%)94(6.1%)住関連ｽｰﾊﾟｰ(HC）115(7.2%)0 100 200 300 400 500H19H16 ※専門スーパー・コンビニエンスストア・専門店・中心店の内訳別　※( )内は小売業全体に占める構成比H19計450千㎡H16計364千㎡住関連ｽｰﾊﾟｰ(HC以外) (千㎡)

△1△1936 47 2086
△283 531 △1 12 25 4 △5 △36 △28△12 3 △27 20△36(2.4) (3.7) (△11.6)(23.7)

(17.2)(△18.1)(21.6) (9.0) (△24.1)(14.9)
(33.1) (38.7)(△7.4) (6.4)(△6.9) (△10.0) (△34.5) (△27.7) (△24.9)(19.6)△40△2002040

6080100
小売業計 百貨店 総合スーパー 専門スーパー 衣料品スーパー 食料品スーパー 住関連スーパー 住関連スーパー コンビニエンス 終日営業以外 終日営業 ドラッグストア その他のスーパー 専門店 衣料品専門店 食料品専門店 住関連専門店 中心店 衣料品中心店 食料品中心店 住関連中心店 その他の小売店 △40 △20 0204060

80100増減面積（左目盛）増減率（( )内数値。右目盛）第4-2図　業態別売場面積の対前回増減(190.0)
総合スーパー コンビニエンスストア (％)専門スーパー

6(0.4%)4(0.3%) 31(2.0%)終日営業36(2.3%)0 10 20 30 40 50 60H19H16専門スーパー コンビニエンスストア終日営業以外衣料品専門店68(4.3%)64(4.1%) 69(4.4%)食料品専門店64(4.0%) 住関連専門店320(20.2%)356(23.0%)0 100 200 300 400 500H19H16 H19計452千㎡H16計488千㎡(千㎡) 53(3.3%)81(5.2%) 50(3.2%)70(4.5%)住関連中心店120(7.6%)101(6.5%)0 100 200 300 400H19H16専門店 中心店衣料品中心店
H19計40千㎡H16計37千㎡ (千㎡)H19計223千㎡H16計251千㎡ (千㎡)食料品中心店

H16小売業計 1,549千㎡

住関連スーパー（ＨＣ）住関連スーパー（ＨＣ以外）

※( )内は小売業全体に占める構成比

(△10.9)
－8－



(5) 販売効率

　＜① １事業所当たりの年間商品販売額＞　１事業所当たりの年間商品販売額は、百貨店(235億6,807万円)と総合スーパー(45億4,397万円)が圧倒的に多く､次いで専門スーパー(6億7,634万円)､ドラッグストア(2億3,807万円)の順となっています｡　前回と比べると、百貨店(＋39億9,247万円、＋20.4％)、ﾄﾞラッグストア(＋6,702万円、＋39.2％)などで大幅増加の一方、その他の小売店で大幅に減少(△1,575万円、△24.1％)しました。

　＜② 売場面積１㎡当たりの年間商品販売額(注)＞　売場面積１㎡当たりの年間商品販売額は、コンビニエンスストアが118万円と最も多く、次いで百貨店(99万円)、ドラッグストア(63万円)の順となっています。　前回と比べると、ドラッグストア(＋4万円、＋7.2％)と専門店(＋１万円、＋1.3％)を除き、すべての業態で減少しました。

2,918 4,1732,6376,011 6,425 6,372 4,568 8,201 6,5327,99910,406
17,105

10,06714,72513,91122,49420,589
9,915 7,266 7,234 9,794 4,9578,8363,0482,8276,6149,472

23,80713,658 14,2669,356
23,14222,917

10,842
05,00010,00015,00020,00025,00030,000

小売業計 百貨店 総合スーパー 専門スーパー 衣料品スーパー 食料品スーパー 住関連スーパー 住関連スーパー コンビニエンス 終日営業以外 終日営業 ドラッグストア その他のスーパー 専門店 衣料品専門店 食料品専門店 住関連専門店 中心店 衣料品中心店 食料品中心店 住関連中心店 その他の小売店

H16 H19
19年小売業計平均1億842万円

第5-1図　業態別の１事業所当たり年間商品販売額

(万円)

第5-2図　業態別の売場面積１㎡当たり年間商品販売額

＊ 単位当たりの年間商品販売額は、１事業所当たりでは百貨店が最も多いが、１㎡当たりでは コンビニエンスストアが最も多い。＊ 前回と比べると、ドラッグストアが１事業所当たり、１㎡当たりともに大幅増加。

総合スーパー コンビニエンスストア専門スーパー

109 59 76 56 41 68 57 40 76 58 6363 57
125 129104

3125
106

33674863 546066375658704157509594 120118
27323059489959

0204060
80100120

小売業計 百貨店 総合スーパー 専門スーパー 衣料品スーパー 食料品スーパー 住関連スーパー 住関連スーパー コンビニエンス 終日営業以外 終日営業 ドラッグストア その他のスーパー 専門店 衣料品専門店 食料品専門店 住関連専門店 中心店 衣料品中心店 食料品中心店 住関連中心店 その他の小売店
H16 H19

19年小売業計平均59万円 (万円) 総合スーパー コンビニエンスストア専門スーパー

H19454,397H16441,969H192,356,807H161,957,561 H1967,634H1671,502 H19108,658H16101,378 H1970,254H1672,179

(注)売場面積を調査していない牛乳小売業、自動車小売業(新車・中古車)、建具小売業、畳小売業、ガソリンスタンド及び新聞小売業を営む事業所並びに店頭販売がないため売場面積が０の事業所の分を除いて集計しています。

住関連スーパー（ＨＣ）住関連スーパー（ＨＣ以外）

住関連スーパー（ＨＣ）住関連スーパー（ＨＣ以外）
－9－



(6) 市町村別の状況

　＜① 事業所数＞　業態別に事業所数をみると、奈良市がその他の小売店を除く全ての業態で最も多く、それぞれ２～３割を占めています。　橿原市は、その他の小売店で最も多くを占め、その他の業態でもそれぞれ奈良市に次いで多くなっています。

　＜② 年間商品販売額＞　業態別に年間商品販売額をみると、奈良市がその他の小売店を除く全ての業態で最も多く、それぞれ２割弱～４割超を占めています。　橿原市は、その他の小売店で最も多くを占め、その他の業態でもそれぞれ奈良市に次いで多くなっています。

その他79(20.1%)     天    理   市  27(6.9%) 香芝市28(7.1%) 大和郡山市29(7.4%)
奈良市101(25.6%)橿原市46(11.7%)

＊ 奈良市が、すべての業態で事業所数・年間商品販売額ともに第１位。橿原市が第２位。＊ コンビニエンスストアは、橿原・大和郡山・奈良市で事業所数・年間商品販売額ともに大 きく増加。ドラッグストアは、奈良・香芝市で大きく増加。＊ 年間商品販売額を前回と比べると、橿原市は中心店を除く全業態で増加し、市全体でも増 加。奈良市は百貨店・総合スーパー・中心店で大きく減少し、市全体でも減少。

その他3173(27.5%) 大和 高田市 673(5.8%)天理市    705    (6.1%)
奈良市2,721(23.6%)  橿原市  1,103   (9.6%)桜井市 666  (5.8%) 大和郡山市  27  (7.8%)    22 (6.3%)天理市

その他71(20.5%)
26(7.5%)生駒市

奈良市93(26.8%)橿原市38(11.0%)
その他116(24.8%) 奈良市117(25.0%)　29(6.2%)大和郡山市 36 (7.7%) 30(6.4%)桜井市 橿原市47(10.0%) その他1,955(27.2%) 橿原市711(9.9%)奈良市1,734(24.1%) 434  (6.0%)424(5.9%)天理市 427(5.9%) 桜井市

その他28(22.4%)    9(7.2%)桜井市 9(7.2%)大和郡山市  9(7.2%)  大和  高田市
奈良市36(28.8%)橿原市11(8.8%)

第6-1図　業態別・市町村別の事業所数（H19年）小売業計 専門スーパー コンビニエンスストア
ドラッグストア その他のスーパー 専門店大和郡山市638(5.5%)生駒市 615(5.3%)五條市 448(3.9%)宇陀市 405(3.5%)香芝市 385(3.3%)     生駒市 26(6.6%)大和高田市 16(4.1%)    葛城市 15(3.8%)  田原本町 14(3.6%)　　桜井市 13(3.3%) 　　桜井市 20(5.8%)　　香芝市 17(4.9%)大和高田市 13(3.7%)　　葛城市 11(3.2%)　　御所市  9(2.6%)

大和郡山市 400(5.6%)　　生駒市 390(5.4%)　　五條市 278(3.9%)　　香芝市 228(3.2%)　　宇陀市 214(3.0%)生駒市 7(5.6%)香芝市 5(4.0%)天理市 4(3.2%)王寺町 4(3.2%)五條市 3(2.4%) 香芝市 24(5.1%)五條市 19(4.1%)生駒市 19(4.1%)天理市 17(3.6%)宇陀市 14(3.0%)

11,532事業所 394事業所 347事業所
125事業所 468事業所 7,195事業所

奈良市8(32.0%)橿原市3(12.0%)その他11(44.0%) 生駒市3(12.0%) その他19(70.4%) 桜井市3(11.1%)橿原市5(18.5%)その他896(30.4%) 橿原市242(8.2%)奈良市630(21.3%)天理市208(7.0%)大和 高田市 163(5.5%)桜 井  市  163 (5.5%)
中心店 百貨店・総合スーパー その他の小売店    宇陀市 152(5.2%)    生駒市 143(4.8%)大和郡山市 141(4.8%)    五條市 131(4.4%)     香芝市 82(2.8%)2,951事業所 25事業所 27事業所

大和高田市大和高田市
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　＜③ 事業所数・年間商品販売額の対前回比較＞　業態別（百貨店、総合スーパー、その他の小売店を除く。）の事業所数と年間商品販売額を前回と比べると、専門スーパー、専門店、中心店では増加又は減少の大きい市町が多く、コンビニエンスストアとドラッグストアでは増加している市町が多い結果となりました。　このうち、奈良市は、中心店で事業所数、年間商品販売額ともに大きく減少しましたが、それ以外の業態では年間商品販売額が増加し、事業所数も横ばいか増加となりました。また、橿原市でも、中心店で事業所数、年間商品販売額ともに減少した以外は、すべての業態で年間商品販売額が増加しました。　新業態であるコンビニエンスストアとドラッグストアをみると、コンビニエンスストアは橿原市と大和郡山市で事業所数、年間商品販売額ともに大きく増加の一方、生駒市ではいずれも大きく減少しました。ドラッグストアは、奈良市で事業所数、年間商品販売額ともに大きく増加し、香芝市でも年間商品販売額が大きく増加しました。

第6-2図　業態別・市町村別の年間商品販売額（H19年）

 

その他584(21.9%) 橿原市344(12.9%)奈良市687(25.8%)
生駒市209(7.8%)香芝市159(6.0%)  148(5.5%) 橿原市53(11.3%)奈良市138(29.0%)35(7.3%)天理市

その他93(19.7%)
    　32 (6.8%)生駒市 36(7.5%)その他56(12.6%)

橿原市46(10.4%) 21(4.7%)  45(10.2%)大和高田市　19(4.3%) 奈良市193(43.5%)     292 (6.1%) 生駒市238(5.0%)  365  (7.7%) 大和 郡山市
奈良市1,564(32.9%)橿原市641(13.5%)

その他853(17.9%)橿原市27(9.2%)奈良市87(29.3%) 22(7.4%)  大和  高田市20(6.8%)香芝市    　19　(6.5%)　 大和郡山市
その他64(21.5%)

専門スーパー コンビニエンスストア
ドラッグストア その他のスーパー 専門店

    天理市 145(5.4%)大和高田市 123(4.6%)    桜井市 97(3.6%)  田原本町 87(3.3%)　　広陵町 83(3.1%) 　　香芝市 25(5.3%)　　桜井市 22(4.6%)大和高田市 14(3.0%)　　葛城市 14(3.0%)　田原本町 12(2.6%)
桜井市 224(4.7%)天理市 183(3.8%)大和高田市 175(3.7%)葛城市 113(2.4%)御所市 110(2.3%)桜井市 18(6.0%)生駒市 13(4.5%)大淀町 X(3.0%)天理市 9(2.9%)田原本町 X(2.9%) 桜井市 17(3.7%)天理市 15(3.3%)香芝市 14(3.3%)五條市  9(2.0%)広陵町  9(2.0%)

2,665億円

生駒市213(12.5%)
その他504(29.5%) 橿原市330(19.3%)

奈良市661(38.7%) その他6(46.9%) 斑鳩町2(14.9%) 宇陀市2(17.0%)橿原市3(21.1%)その他361(16.9%)生駒市152(7.1%)  大和 郡山市  176(8.2%) 御所市208(9.7%)
奈良市590(27.5%)橿原市227(10.6%)

中心店 百貨店・総合スーパー その他の小売店    桜井市 119(5.6%)    天理市 100(4.6%)大和高田市  80(3.7%)    香芝市  70(3.3%)     葛城市 63(2.9%)

橿原市1670.6415(13.4%)
その他2267.2348(18.1%)   大和  郡山市 878(7.0%)559(4.5%) 生駒市932.8604(7.5%)

奈良市3919.659(31.4%)       桜    井 市
小売業計    天理市 557(4.5%)    香芝市 527(4.2%)大和高田市 521(4.2%)    御所市 386(3.1%)    葛城市 284(2.3%) 1兆2,503億円 474億円

298億円 443億円 4,759億円
2,144億円 13億円1,707億円

大和郡山市
大和郡山市 香芝市

大和郡山市
生駒市
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55 △3 25 15 △1916△35△11 100△15△20△122 △47△41 △9 △9 △39
75

(△40)(△30)(△30)(△6)(△35) (△14) (△11)(△10)(△13)(△15)(△17)(△64) (△53) (1) (△11) (0) (△93)(△87)(△127)△140△120△100△80△60△40△20020406080
奈良市 大和高田市 大和郡山市 天理市 橿原市 桜井市 五條市 御所市 生駒市 香芝市 葛城市 宇陀市 田原本町 上牧町 王寺町 広陵町 河合町 大淀町 その他 △140△120△100△80△60△40△20020406080

△1 1 △1 △2△2 △1 △1 1 △7133△6
1096 3 △1△3 (△1)(0)(1)(3)(0)(0)(3)(△2)(△1)(△1)(△4)(4)(△1)(5)(4)(△3)

(7)(△1)(2)△10△50510
1520

奈良市 大和高田市 大和郡山市 天理市 橿原市 桜井市 五條市 御所市 生駒市 香芝市 葛城市 宇陀市 田原本町 上牧町 王寺町 広陵町 河合町 大淀町 その他 △10△5051015
20 2 6 5 △1 2 △5 5 2△22 3 183 8322△0 (3)(2)(0)(0)(3)(1)(0)(0)(△2)(2)(△2)(△1)(0)(△1)(△3)(△1)(△1)(7)(△4)△10△50510

1520
奈良市 大和高田市 大和郡山市 天理市 橿原市 桜井市 五條市 御所市 生駒市 香芝市 葛城市 宇陀市 田原本町 上牧町 王寺町 広陵町 河合町 大淀町 その他 △10△5051015

20

71
△7 14 △391△0△4△4△4△3△1101219△3△39△42 (△21)(2)(2)(△5)(△3)(△3)(3)(4)(7)(4)(△9)(1)(0)(19)(10)(△3)(△1)(0)(△2)△80△60△40△2002040

6080
奈良市 大和高田市 大和郡山市 天理市 橿原市 桜井市 五條市 御所市 生駒市 香芝市 葛城市 宇陀市 田原本町 上牧町 王寺町 広陵町 河合町 大淀町 その他 △80△60△40△200204060

80 72 17 △2 2 30 24 4 0 △2154 2△35△56
△415△2△38 (△66)(△63)
(△7)

(△65)
(2)(5)(4)(△17)(△34)(△17)(△14)(△2)(15)(△33)(△22)(5)(△28)(17)

△80△60△40△2002040
6080

奈良市 大和高田市 大和郡山市 天理市 橿原市 桜井市 五條市 御所市 生駒市 香芝市 葛城市 宇陀市 田原本町 上牧町 王寺町 広陵町 河合町 大淀町 その他 △80△60△40△200204060
80

85 13 △14 58 73 13 22 △76
40 25 △35△14 △2△73 △29△21△28 (△2)(2)(△12)(△29)(△8)(△44)(△57)(△16)(△9)(5)(△60)(△58)(△95)(△132)(△51)(△35)(△131)(△96)△150△100△50050

100150
奈良市 大和高田市 大和郡山市 天理市 橿原市 桜井市 五條市 御所市 生駒市 香芝市 葛城市 宇陀市 田原本町 上牧町 王寺町 広陵町 河合町 大淀町 その他 △150△100△50050100

150
(△174)△164

202小売業計（百貨店、総合スーパー、その他の小売店も含む。） 専門スーパー

(億円)(億円) △10△30
42 22 15 △5 △5

32 14 27 △3
42 427 2521△3

18 (5)(5)(3)(0)(2)(1)(2)(0)(5)(2)(5)(0)(△3)(△1)(6)(14)(△5)(3)(10)
△40△30△20△1001020
304050

奈良市 大和高田市 大和郡山市 天理市 橿原市 桜井市 五條市 御所市 生駒市 香芝市 葛城市 宇陀市 田原本町 上牧町 王寺町 広陵町 河合町 大淀町 その他 △20△15△10△5051015
2025

ドラッグストアコンビニエンスストア

専門店その他のスーパー

中心店

(億円)

(億円) (億円)

(億円) (億円)

(億円)

138
(△94)

35

年間商品販売額(左目盛)事業所数(( )内数値。右目盛)第6-3図　業態別・市町村別の事業所数・年間商品販売額の対前回増減
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